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働き方改革に対応した労務管理について
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岐阜労働基準監督署
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4. 労働条件の明示について

5. 参考



労働時間法制の概要
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◆ １週40時間／１日８時間を超えて労働させてはならない

労働者10人未満の接客娯楽業（飲食店含む）は１週44時間

◆ 毎週少なくとも１回（または４週間に４日以上）の休日が必要

原則

◆ 例外的に時間外・休日労働をさせる場合は、使用者と労働者
の代表で36協定を締結し、労基署に届け出ることが必要

◆   36協定では、時間外労働の最大の時間数などを定める

例外

◆



▸ 時間外労働の上限規制は、月45時間、年360時間を原則とし、臨時的な特別な事情がある場合でも年720時間、単月100時間

  未満（休日労働含む）、複数月平均80時間（休日労働含む）を限度

時間外労働の上限規制について

法律による上限
（原則）
月４５時間
年３６０時間

・年720時間

・単月100時間未満
（休日労働含む）

・複数月平均80時間
（休日労働含む）

・法律による上限（原
則）を超えられるの
は年６か月まで

１年間 ＝ １２か月

一般労働者

法改正前 法改正後

法律による上限
（例外）

限度時間
（告示）
月４５時間
年３６０時間

など 特別条項
上限なし

年間６か月まで

１年間 ＝ １２か月

法定労働時間
１日８時間
週４０時間
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36協定の締結（特別条項なし）
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金属製品製造業 ○○金属工業株式会社 ○○工場
○○○ ○○○○

○○市○○町１－２－３
○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○年４月１日から１年間

○○○○年４月１日

受注の集中

月末の決算事務

設計

臨時の受注、納期変更

検査

経理

製品不具合への対応

機械組立

棚卸 購買

１０人

２０人

１０人

５人

５人

３時間

２時間

２時間

３時間

３時間

３０時間

１５時間

１５時間

２０時間

２０時間

２５０時間

１５０時間

１５０時間

２００時間

２００時間

○○○○ ３ １２

○○○○ ３ １５

投票による選挙

検査課主任

山田花子

工場長

田中太郎

受注の集中 設計

臨時の受注、納期変更 機械組立

１０人

２０人

１か月に１日

１か月に１日

８：３０～１７：３０

８：３０～１７：３０

○ ○

土日祝日

土日祝日

３７０時間

２７０時間

２７０時間

３２０時間

３２０時間

４０時間

２５時間

２５時間

３０時間

３０時間

３．５時間

２．５時間

２．５時間

３．５時間

３．５時間

７．５時間

７．５時間

７．５時間

７．５時間

７．５時間

様式第９号



36協定の締結（特別条項あり）
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金属製品製造業 ○○金属工業株式会社 ○○工場
○○○ ○○○○

○○市○○町１－２－３
○○○ ○○○○ ○○○○

○○○○年４月１日から１年間

○○○○年４月１日

受注の集中

月末の決算事務

設計

臨時の受注、納期変更

検査

経理

製品不具合への対応

機械組立

棚卸 購買

１０人

２０人

１０人

５人

５人

３時間

２時間

２時間

３時間

３時間

３０時間

１５時間

１５時間

２０時間

２０時間

２５０時間

１５０時間

１５０時間

２００時間

２００時間

受注の集中 設計

臨時の受注、納期変更 機械組立

１０人

２０人

１か月に１日

１か月に１日

８：３０～１７：３０

８：３０～１７：３０

土日祝日

土日祝日

３７０時間

２７０時間

２７０時間

３２０時間

３２０時間

４０時間

２５時間

２５時間

３０時間

３０時間

３.５時間

２.５時間

２.５時間

３．５時間

３．５時間

７.５時間

７.５時間

７.５時間

７.５時間

７.５時間

● 合計２枚必要

様式第９号の２



36協定の締結（特別条項あり）
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○○○○年４月１日

突発的な仕様変更 設計

検査

機械組立

１０人

１０人

２０人

６０時間

６０時間

５５時間

５５０時間

５００時間

４５０時間

○○○○ ３ １２

○○○○ ３ １５

投票による選挙

検査課主任

山田花子

工場長

田中太郎

機械トラブルへの対応

製品トラブル・大規模なクレームへの対応

４回

３回

３回

３５％

３５％

３５％

①、③、⑩
対象労働者への医師による面接指導の実施 、対象労働者に１１時間の勤務間インターバルを設定、

職場での時短対策会議の開催

労働者代表者に対する事前申し入れ

○ ○

３５％

３５％

３５％

６時間

６時間

６時間

６.５時間

６.５時間

６.５時間

７０時間

７０時間

６５時間

６７０時間

６２０時間

５７０時間

様式第９号の２



労働時間の把握
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確かめよう！



休憩
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６時間未満

６時間を超えて８時間以内

８時間超

労働時間が

休憩不要でも可

４５分以上

１時間以上

◆休憩は所定労働時間の途中に与えること。

◆完全に労働から解放されていること。

◆休憩時間の自由利用が保障されていること。

ポイント

休憩

次ページ



手待ち時間
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手待ち時間は労働時間に該当します！

単に作業に従事していない時間のこと。

＜例＞

来客がないときに適宜休憩を

取り、来客があれば対応する

ような場合

完全に労働から解放されて

はおらず、休憩時間とは言え

ない。

これは手待ち時間

つまり労働時間

すし処「杉」事件（１９８１年３月２４日）

＜概要＞

飲食店の元店員が、勤務時間中の休憩時間

は完全に労働から離れることを保障された時

間ではなく、労働時間として扱われるべきもの

であったとして割増賃金等を請求。

＜判決（一部）＞

客が途切れたときに適宜休憩してよいという

ものにすぎず、客が来店したときにはただち

に業務に従事しなければならなかったことは、

完全に労働から離れることを保障したものと

は言えない。



賃金の支払
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賃金控除協定書 記載例

賃金から税金、社会保険料等法令

で定められているもの以外を控除

するときは、労使協定を締結する。



割増賃金の計算
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月６０時間を超える法定時間外労働に対しては、

５０％以上の率で計算した割増賃金を支払わ

なければなりません。



最低賃金との比較
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実際に支払われる賃金のうち、定期給与（基本給及び諸手当）のこと。

※ただし、精皆勤手当、通勤手当、家族手当は含まない。



休業手当
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休業手当

会社側の都合により、労働者を休業させた場合には、休業させた日に

ついて、休業手当を支払わなければなりません。

平均賃金の６０％以上の手当



年次有給休暇
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付与要件

雇入れの日から

６か月継続勤務

全労働日の

８割以上出勤

付与日数が１０日に達した日（付与日）から１年以内に５日は取得させること。

原
則



年次有給休暇
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年次有給休暇の付与対象者は正社員だけではない！

付与日数が１０日に達した日（付与日）から１年以内に５日は取得させること。



労働条件の明示
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労働条件通知書
使用者が労働者を採用するときは、賃金、労働時間その他労働条件を書面

（労働条件通知書）などで明示しなければなりません。

パンフレットを

見てみよう！

←



労働条件の明示
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参考
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参考
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参考

◆ 時間外労働・休日労働に関する協定届

◆ 就業規則（変更）届 等

労働基準監督署に届出するもの

◆ 労働条件通知書

◆ 賃金台帳 等

事業場で作成するもの



2021年4月1日

ご清聴ありがとうございました
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